
資料８

各諸計画（ビジョン等）の紹介

①東海産業競争力協議会報告書 TOKAI VISION
～世界最強のものづくり先進地域を目指して～

アクションプラン

（中部経済産業局）

②食料・農業・農村基本計画の見直しについて

（東海農政局）

③第３次まんなかビジョン 基本理念

まんなかで日本をリード

－国際戦略の根拠となる中部－

（中部地方整備局）
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平成2 6年 1 2月９日

東海農政局企画調整室

食料・農業・農村基本計画の見直しについて

食料・農業・農村基本計画（以下「基本計画」という。）は、食料・

農業・農村基本法に基づき、食料・農業・農村に関し、政府が中長期的

に取り組むべき方針を定めたもの。

基本計画は、食料・農業・農村に関する各種施策の推進の指針となる

ものであり、

① 食料、農業及び農村に関する施策についての基本的な方針

② 食料自給率の目標

③ 食料､農業及び農村に関し､政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

④ その他食料、農業及び農村に関する施策を総合的かつ計画的に推進

するために必要な事項

について定めることとされている。

基本計画については、情勢変化等を踏まえ、概ね５年ごとに変更する

こととされている。本年１月、農林水産省は基本計画の見直しについて

食料・農業・農村政策審議会（以下「審議会」という。）に対して諮問。

審議会においては、農林水産業・地域の活力創造本部で決定された「農

林水産業・地域の活力創造プラン」（平成25年12月10日）において示さ

れた基本的方向を踏まえ、基本計画の見直しの検討を開始。

審議会企画部会においては、７月までに現行基本計画についての検証

が行われ、９月からは、食料の安定供給の確保に関する施策、食料自給

率・食料自給力、農業の持続的な発展に関する施策、農村の振興に関す

る施策等について議論。来年１月以降計画の骨子案、原案等について議

論が行われ、３月を目途に新たな基本計画案がとりまとめられる予定。
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今後の企画部会の進め方（案）（１０月７日時点版）

平成２６年

９月２５日 ○第８回企画部会

・これまでの議論の概要、今後の議論に当たっての論点等

・食料の安定供給の確保に関する施策①

１０月７日 ○第９回企画部会

・食料自給率目標・食料自給力、経営展望等①

・食料の安定供給の確保に関する施策②

9 月○日 ○第１０回企画部会

・農業の持続的な発展に関する施策①

・団体の再編整備に関する施策

・構造展望

9 月○日 ○第１１回企画部会

・農業の持続的な発展に関する施策②

9 月○日 ○第１２回企画部会

・農村の振興に関する施策

・活力ある農山漁村づくりに向けたビジョン

9 月○日 ○第１３回企画部会

・食料自給率目標・食料自給力、構造展望・経営展望等②

日 ○第１４回企画部会

・これまでの議論の整理

・基本計画の構成について

平成２７年１月

企画部会において、基本計画の骨子案、原案等について議論

３月 ○食料・農業・農村政策審議会（答申） → 閣議決定

※ スケジュールについては、今後の議論の状況等に応じて変更される可能性。

（資料１）
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② 農林水産業の生産流通システムを革新し、大幅なコスト削減を実現する

目指すべき姿

 高精度ＧＰＳによる自動走行システム、除草ロボット等のロボット技術
 衛星等のセンサによる、作物生育、土壌水分、収穫適期等、画像解析技術
 「匠の技」のデータ化、形式知化のためのデータマイニング（※）
 ＩＣＴによる農業水利システムの自動化・省力化

コア技術

従来の限界を超えた超省力・大規模経営や、高齢者や新規参入者など誰もが取り組みやすい農林水産業（農林水産業のス
マート化）を実現するため、ロボット技術やＩＣＴ（情報通信技術）等を活用した革新的な生産システムを開発する。

 担い手への農地集積が進展して
いく中で、更なる大規模化への対応

 危険できつい作業を減らして、労
働環境の改善を図る必要

 急速に失われていく熟練農業者の
ノウハウを若い世代に引き継ぐ必要

 川下側との垂直連携や地産地消、
生消連携の進展

 農林水産業の国際競争力強化

スマート農業
ロボット技術、ICTを活用して、超省
力・高品質生産を実現する新たな農業

１ 超省力・大規模生産を実現

GPSの自動走行システムの導入による
農業機械の夜間走行・複数走行・
自動走行等で、作業能力の限界を打破

３ きつい作業、危険な作
業から解放

４ 誰もが取り組みやすい
農業を実現

２ 作物の能力を最大限に発揮

５ 消費者・実需者に安心
と信頼を提供

センシング技術や過去のデータに基づく
きめ細やかな栽培により（精密農業）、
作物のポテンシャルを最大限に引き出し
多収・高品質を実現

農業機械のアシスト装置により経験の浅い
オペレーターでも高精度の作業が可能となる
ほか、ノウハウをデータ化することで若者等が
農業に続々とトライ

クラウドシステムにより、生産
の詳しい情報を実需者や消費
者にダイレクトにつなげ、安心
と信頼を届ける

収穫物の積み下ろしなどの重労働を
アシストスーツで軽労化するほか、
除草ロボットなどにより作業を自動化

２．食品流通のグローバル化が進展

１．国内人口の減少・高齢化が進展

今後の動向・課題

（※）大規模なデータを対象として情報機器を用いて分析を行い、有益な知見を抽出するための技術。 １６
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○ ほ場整備による区画の拡大や排水性の改良は、農業生産性の向上を促進し、担い手への農地集積や生産コストの削
減等に寄与。農業の競争力強化に向け、引き続き農地の大区画化・汎用化等に取り組み、農地中間管理機構と連携し
た担い手への農地集積・集約化や、農業の高付加価値化を推進。

○ ＩＣＴ（情報通信技術）、地下かんがいの導入やパイプライン化等により、水管理の省力化や効率的・弾力的な水
利用を可能とする新たな農業水利システムを構築し、大規模・少数化する担い手の営農条件を改善。

構造改革の加速化や国土強靱化に資する農業農村整備

① 生産コスト削減等に寄与し、構造改革の加速化等に資する農業生産基盤整備の展開方向

＜構造改革の加速化 ＞
 農地整備を通じ、担い手への農地の集積・集約化や生産コストの

削減を確実に進める必要。

 規模のメリットを活かしにくいほ場レベルにおける水管理の省力
化を図り、担い手の労力を軽減する必要。

＜地域の農業構造や営農戦略等への対応 ＞
 農村人口が減少し、大規模･少数の担い手が大宗を占める農業構造

への変化にも円滑に対応できるような農業水利システムが必要。

 地域の営農変化に伴う水需要の変化等に対応するとともに、水田
の汎用化や畑地かんがいによる農業の高付加価値化を推進する必
要。

克服や改善を図るべき課題

○ 力強い農業を支える農業生産基盤整備の推進

 農地中間管理機構と連携した大区画化等の促進

 農地の整備状況（ほ場の均平度、末端用水整備、排水性等）に
ついて、地理情報システムを活用した情報の可視化と共有によ
る農地の集積・集約化への活用

 ＩＣＴ化等による水管理の省力化や効率的・弾力的な水利用の
推進（農業構造の変化に対応する新たな水利システムの計画的
な構築）

 地域の営農戦略等に対応するとともに、食料自給力の向上に寄
与する、水田の汎用化や畑地かんがいの推進

今後の施策の具体的な検討方向

○ 農業構造の変化に対応する新たな水利システムの構築○ 水田整備による担い手への農地集積の向上

ﾌｧｰﾑﾎﾟﾝﾄﾞ

分水バルブ

分水工

パイプライン化パイプライン化

V
V

自動給水栓自動給水栓

ほ場の利水状況の
リアルタイム確認

未集積

75万ha

整備済水田※1

156万ｈａ（63％）
未整備水田

91万ｈａ（37％）

集積率※2

64％

未集積

56万ha
80％

集積面積※3

99万ha

○ 水田の大区画化等による稲作労働時間の低減

※： H21完了地区（30a区画31地区、1ha区画17地区）の担い手聴取調査

※1： 農林水産省農村振興局 「農業基盤情報基礎調査（H24.3.31時点）」
※2： H20～23にかけて、ほ場整備完了地区を対象に調査した結果
※3： 農林水産省調べ（農地面積に占める担い手利用面積の割合）より推計

-1-

※費用対効果や環境との調和に留意しつつ、計画的・効率的に推進（②、③においても同様）

集積面積※3

24％以下

31.4

23.5

12.5

0

10

20

30

事業前 事業後

（主に30a区画）

事業後

（主に1ha区画）

労働時間（時間/10a）

▲25%

▲60%
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凡例

凡例

国営
0.8兆円

県営等
2.3兆円 国営

0.8兆円

県営等
1.7兆円

全体
17.9兆円※

4,000億～1兆円

2,000～4,000億円

2,000億円未満

ストック量（再建設費ベース）

25%以上

10%～25%

10%未満

耐用年数超過割合

1兆円以上

既に標準耐用年数
を超過した施設

3.1兆円(全体の17%) 

さらに今後10年のうち

に標準耐用年数を超
過する施設を加えると

5 .6兆円
（全体の31%）

※基幹的水利施設（受益面積
100ha以上の農業水利施設）の
資産価値（再建設費ベース）

※ 基幹的農業水利施設
（受益面積100ha以上）
の資産価値（再建設費
ベース）

○ 農業水利施設は、国民への安定的な食料供給基盤であるとともに、国民の生命・財産も守る重要な社会資本ストックであり、
老朽化が進行する中、施設機能の適切な維持保全と次世代への承継が重要な課題。

○ 機能診断及び監視結果に基づく適時適切な施設の補修・更新や、突発事故等不測の事態への対策等を強化すること
により、リスクに的確に対応しつつ農業水利施設の徹底した長寿命化を推進。

構造改革の加速化や国土強靱化に資する農業農村整備

② 老朽化等に対応した農業水利施設の保全管理

 １０年後に耐用年数を超過する基幹的農業水利施設は全体の
３割に及び、より一層効率的な保全・管理が必要。

 農業生産のみならず、国民の生命・財産への被害にもつなが
るおそれのある施設の突発事故（※）が増加しており、的確
な対応が必要。

 農業水利施設は造成者・所有者・管理者が異なる中、基幹施
設から末端水路を通じて機能を発揮しているため、関係者に
よる一体的な保全・管理体制が必要。

○ 農業水利施設の持続的な保全・管理

 点検・機能診断や監視結果に基づく施設の徹底した長寿命化やリス
ク管理の強化（適時適切な補修・更新整備）

 突発事故等不測の事態への対策（施設機能の早急な回復、第三者へ
の被害の防止等）の強化

 基幹施設から末端水路までの保全・管理体制の充実

① 末端の用排水路の管理を対象とした多面的機能支払の活用

② 農業水利施設の点検・機能診断結果等について、地理情報システ

ムの活用によるデータの蓄積、可視化及び関係者との共有化

支線用水路
（土地改良区）

頭首工
（土地改良区）

幹線用水路
（土地改良区）

ダ ム
（県）

排水機場
（市町村）

末端用排水路
（農家･集落）

○ 老朽化が進む基幹的農業水利施設 ○ 多様な主体による農業水利施設の管理

現 況

（約852万t）

▲58％

現 況
（単収540kg/10a）

安定的な水が
配水されない場合

（単収227kg/10a）

基幹的農業水利施設が
カバーする水田面積

（113万ha）
水稲作付面積
（158万ha）

41％の減収
基幹的農業水利
施設の利用が

不可能となった場合

（▲353万t）

○ コメの安定生産に不可欠な農業水利施設

克服や改善を図るべき課題 今後の施策の具体的な検討方向

※ 農村振興局試算

-2-

（※） 災害以外の原因による施設機能の損失
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○ 強靱な農村づくりに向けた防災・減災対策の推進

 一斉点検を踏まえたため池など農業水利施設等に係る耐震・洪
水・津波・高潮対策の推進（ハード）

 ため池の管理体制の構築、新技術を導入した防災情報システム
の整備、リスクコミュニケーション（リスクに関する情報・意
見の交換）の取組等を通じた地域防災力の強化（ソフト）

 国土強靱化基本計画等を踏まえ、上記の対策について、

① 地域の実情やリスク評価に応じ、優先順位を勘案しつつ推進

② ハード・ソフトの組合せ、既存施設の有効活用等により効果的
に推進

江戸時代以前 約70%

明治・大正
約20%

昭和以降
約10%

資料： 農村振興局調べ

○ 都市化・混住化が進む農村部では、集中豪雨の増加傾向に加え、さらなる気候変動の影響や大規模地震の発生によ
り、農地のみならず家屋・公共施設等の浸水といった災害リスクの高まりが懸念。

○ 安定的な農業経営や安全・安心な暮らしを実現するため、国土強靱化の理念を踏まえ、多様な主体が連携する強靱な
農村づくりに向けたハード・ソフト両面の防災・減災対策を地域ごとの優先順位を勘案しつつ推進。

構造改革の加速化や国土強靱化に資する農業農村整備

③ 災害リスクの高まりに対応したハード・ソフトの防災・減災対策

 東日本大震災や近年の豪雨災害等を契機として、防災・減災
対策への要請が高まっていることに加え、気候変動の影響や
大規模地震の発生による災害発生リスクの高まりが懸念。

 いかなる事態が発生しても機能不全に陥らない経済社会シス
テムを確保し、住民の生命・財産、産業競争力、経済成長力
を守るという国土強靱化の理念の実現に貢献する必要。

 施策の重点化・優先順位付けを行いつつ、農村地域の防災・
減災対策を推進する必要。

約6.4万箇所
（受益面積2ha以上）

豪雨の影響で決壊した ため池 ため池下流の住宅への影響

○ 築造年代が古く、豪雨や地震に脆弱なため池 ○ 地域の特性に応じた強靱な農村づくりの推進

克服や改善を図るべき課題 今後の施策の具体的な検討方向

避難施設等の整備
【津波対策】

海岸堤防の整備
【津波・高潮対策】

大津波

減衰

減衰

減衰

防潮堤

農地

緑地

道路
（二線堤）

道路
（三線堤）

排水機場

減衰

排水路

農地

減衰

減衰

居住地

海岸堤防農地

津波

高潮

防護

防護

堤体補強(盛土)

ため池の整備
【耐震性の強化】

排水機場の整備
【流出量増に対応した
排水能力の強化】

○ 近年増加傾向の短時間強雨

資料： 気象庁 「気候変動監視レポート2013」 より

［アメダス］ 1時間降水量50ミリ以上の年間観測回数

-3-
※国土強靱化基本計画（H26年6月閣議決定）は、国土強靱化に関する
国の他の計画等の指針となるもの

堤体

ため池堤体
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9ﾎﾟｲﾝﾄ
UP 6ﾎﾟｲﾝﾄ

UP

7ﾎﾟｲﾝﾄ
UP

9ﾎﾟｲﾝﾄ
UP

① 活力ある農村づくりに向けた課題

○ 農村では人口減少や高齢化が都市に先駆けて進行し、小規模集落が増加。このため、地域の共同活動による農地等の維持・
管理が困難となり、食料の安定供給や国土の保全・水源のかん養等の多面的機能への影響が懸念。

【総戸数規模別にみた集落活動の変化】

○ 農業・農村の有するこれらの機能は、都市住民も含め国民全体が享受するものであり、将来にわたる維持・発揮を図る必要。

【総戸数規模別にみた集落活動の変化(1990年→2010年)】

35.9 
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74.7 

75.1 

74.5 
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66.6 

70.6 

74.4 

76.1 

78.6 
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92.5 

96.1 

96.8 

96.9 

96.6 

93.4 

40.3 
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71.4 
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76.4 
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85.6 

85.8 

85.6 

86.1 
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5～9戸

10～19

20～29

30～49

50～99

100戸以上

4戸以下

5～9戸

10～19

20～29

30～49

50～99

100戸以上

図２ 総戸数規模別にみた集落活動の変化（1990年→2010年）

1990年

2010年

実

行

組

合

が

あ

る

寄

り

合

い

を

開

催

農

業

用

排

水

路

を

管

理

（％）

注：1990年，2000年，2010年全てで調査対象となった125,120集落の抽出集計による．

（総戸数規模）

約30ポイントdown

約20ポイントdown

約5ポイントdown

資料：農林水産政策研究所
注：1990年、2000年、2010年全てで調査対象となった125,120集落の抽出集計による。

寄
り
合
い
を
開
催

生
産
組
合
等
の
農
業
生
産
者

の
集
団
が
あ
る

農
業
用
用
排
水
路
を
管
理

資料：農林水産政策研究所 注：1990年、2000年、2010年全てで調査対象となった125,120集落の抽出集計による。

【農村・都市部の人口と高齢化率】

【小規模集落の割合の推移】

資料：総務省「平成22年 国勢調査人口等基本集計」、国立社会保障・人口問題研究所
「都道府県の将来人口推計(平成19年5月推計)」を基に農林水産省で推計。

資料：農林水産省統計部「2000年、2010年世界農林業センサス」（組替集計）

注：ここでは、国勢調査における人口集中地区（DID）を都市、それ以外を農山漁村とした。なお、DIDとは、人口密度
4,000人/ｋ㎡以上の国勢調査の調査区が市町村内で隣接し、全体として人口5,000人以上の規模で構成される
地区。

都市部の人口

都市部の高齢化率農山漁村部の高齢化率

農山漁村部の人口

２
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② 活力ある農村づくりに向けた施策の方向性

【農村の所得を確保し、移住・定住を実現するための取組内容】

Ⅰ 雇用の確保等による所得の向上

○ 農業の成長産業化や地域資源を
活用した６次産業化による所得の
向上

○ 再生可能エネルギーの利用

○ バイオマスを活用した新たな産業
の創出

○ 地域を担う組織インフラ等の整備

○ 計画的な土地利用と生活関連施設等
の再編・整備

○ 基幹集落への機能の集約と集落間
のネットワーク化及び農地等の維持・
管理

Ⅱ 地域のコミュニティ機能の維持

農村に
にぎわいを取り戻す

農業・農村の
多面的機能の維持・発揮

○ 農村への工業等の導入による
周辺産業の取り込み

○ 農村の活性化を図ることは、農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を通じ、都市住民を含む国民全体に多くのメリット
をもたらすもの。
○ このため、①農村における雇用の確保等による所得の向上、②地域のコミュニティ機能の維持による住みよい生活環境の
構築と地域資源の維持・管理、③都市と農村の交流の促進等による地域の活性化と都市住民の移住・定住の促進を図るため
の施策を総合的に講じ、農業者を始めとする地域住民が主体となり、地域全体で活力ある農村づくりの取組を進めることが重要。

Ⅲ 都市と農村の交流

○ 新たな需要を開拓する観光、教育、
福祉等と農業との一層の連携

○ 地域資源を活用した内発的な経済
活動による魅力ある地域づくり

○ 交流から移住・定住への発展を目指
した取組

○ 多様な役割を果たす都市農業の振興

○ 住民の話合いによる地域の「将来ビ
ジョン」の策定

３
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① 地域資源を活かした農業と周辺産業の活性化

課題 施策の検討方向

① ６次産業化などによる地域資源の高付加価値化

○ 若者の移住・定住を促進し、地域ににぎわいを取り戻す
ためには、地域資源を活かして新たな価値を創出し、
所得を確保することが重要。

○ 所得の確保に向けて、地域資源を活用し、農業と周辺
産業の活性化を推進。

（％）

医療機関の存在

生活が維持できる仕事があること

家屋・土地を安く購入できること

居住地の情報を入手できること

生活する上で必要な交通手段の確保

保育所等就学前の子育てを助ける施設

子どもの教育施設の存在

（定住願望のある都市地域住民に対し）農山漁村地域に定住する願望を実現する
には、どのような事が必要か。 （複数回答可 総回答者数362人）

資料：平成２６年度 農山漁村に関する世論調査（内閣府調査）

③ バイオマスを基軸とする新たな産業の推進

④ 再生可能エネルギーの生産・利用の推進

② 農村への工業等の導入による周辺産業の取り込み

【地域資源を活用した取組事例】

（ 島根県海士町 ）
取組の概要

島に息づく地域資源と島外の若き人材の潜在能力を巧みに
掛け合わせ、農産物や海産物に付加価値を付ける新商品で
販売力を強化し、新たな加工産業を生み出すことで、新たな
雇用の創出を図っている。

［新商品の例］
キーワード「海」
・島の食文化を商品化した「島じゃ常識！サザエカレー」
・漁師の食卓をそのまま届ける通販ブランド「島風便」
（細胞を破壊しない冷凍技術を使用した冷凍肉・海産物）
・流通の仕組みを変えた「隠岐海士のいわがき・春香」
キーワード「潮風」
・独自ブランドを確立した「島生まれ、島育ち『隠岐牛』」
キーワード「塩」
・海士のモノづくりの原点を呼び覚ます「海士乃塩」。

○ 農村への若者の移住・定住を促進し、地域ににぎわいを取り戻すためには、農業と周辺産業の活性化によって地域の雇用を
創出し、農村における所得の向上を図ることが必要。

○ このためには、
① 農業を若い人にとっても魅力ある成長産業とするとともに、
② 農産物等の地域資源を活用した６次産業化を進め、地域全体で新たな価値の創出に取り組むなどにより、域外に流出
していた価値を域内に再投資する「地域内経済循環」のネットワークを構築することが重要。

５
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① 「集約とネットワーク化」による集落機能の維持と農地等の維持・管理

課題 施策の検討方向

○ 農村では人口減少や高齢化が都市に先駆けて進行しており、
小規模集落の増加などによって農地等の維持・管理が困難と
なり、農業・農村の有する多面的機能の発揮への影響が懸念。

○ 市町村合併に伴う行政サービス機能の低下等により、
集落における生活環境が悪化することが懸念。

○ 基幹集落への諸機能の集約と集落間のネットワーク化により
地域全体での存続を図るため、地域の「将来ビジョン」を策定し、

○ また、農地等の維持・管理主体の確保が困難な集落が増加することが予想される中、農地等の維持・管理についても、集落間の
ネットワークによる連携した取組が必要。

○ 集落の人口減少や高齢化が進む中で、農地等の維持・管理
や野生鳥獣による被害の深刻化・広域化に対応していくことが
必要。

① 地域住民が主体的に関わることを通じた、計画的な土地利用
や生活関連施設等の再編・整備

② 集落間のネットワークによる、

・ 農地や農業用施設の維持・管理

・ 耕作放棄地の再生・利用

・ 地域ぐるみでの鳥獣被害対策

【地域の「将来ビジョン」の策定】
【基幹集落への機能の集約】

・ 医療、教育等の公共サービスの拠点機能
を集約
・ 介護、買い物等の住民サービスの提供機能
を発揮

【集落間のネットワーク化】

・ コミュニティバスの運行、無線ＬＡＮの整備

※複数集落（小学校区、大字等）単位を想定

B集落

A集落

基幹集落

Ｃ集落 ・ 集落間で連携した農地の共同管理や、農産物
の庭先出荷

○ 地域の活性化に資する施設整備

○ 地域資源の掘り起こしと活用

○ 地域住民に必要なサービスを提供
する組織インフラの整備

・ 土地利用計画に基づく整備

・ 生活に不可欠な施設の集約や
集落間のネットワークの構築

○ 地域のコミュニティ機能の維持を図るためには、地域住民が主体となって取組を進めることが重要。

・ 地域に必要なサービスの提供を担う人材や組織体制の
整備・育成

等を推進。

○ 地域住民が中心となって、地域の生活環境やサービス提供を維持するにはどうすればよいかを話し合い、地域の「将来ビジョン」
を取りまとめていくことが必要。その際、複数の集落により、基幹集落への諸機能の集約と集落間のネットワーク化をいかに形成
するかが課題。
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○ 都市に農村の魅力を発信し、都市住民を呼び込んで、雇用の場や安定した所得の確保に結び付けることは、農村にとっても
大きなメリット。

○ さらに、都市と農村の交流の取組が都市住民の移住・定住につながるよう、都市住民のニーズに応える内容に発展させていく
ことが重要。

① 都市と農村の交流の促進

課題

◇ 農村への定住等に関する意向

都市住民の農山漁村地域への定住願望の有無

資料：内閣府「農山漁村に関する世論調査」(平成26年6月)）

施策の検討方向
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70歳以上

20.6%

31.6%

76.0%

65.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H17年11月調査

H26年6月調査
ある

ない

○ 関係省庁と連携した総合的な情報プラットフォームの構築に向けた農林
水産分野に関する関連情報データの整理・提供。

○ 交流から移住・定住への発展を戦略的に目指す地域レベルの取組への
重点的支援。
① 「お試し」居住、二地域居住、就業研修等多様なきっかけづくりの提供
や、移住前後のきめ細やかなケア体制の構築
② 大学・企業と連携した協働プロセスの取組や、空き家・廃校の活用と
就農促進をセットで行う体制・プランづくり等

○ 若者を地方へ呼び込む施策の一層の推進。

◇ 移住・定住促進活動の取組事例

かみかわ田舎暮らし推進協会（兵庫県神河町）

○ 集落に点在する空き家情報をデーターベース化（空き
家バンク）し、田舎暮らし物件情報として都市住民向けに
発信

○ 集落ごとに田舎暮らし相談員（２名）を選任し、受入れ
等に関する研修の実施による町内全体で移住・定住者
の受入体制を整備
○ 空き家見学ツアー、空き家利活
用セミナーや田舎ふれあい体験イ
ベント等の開催
○ 空き家を改修し利活用すること
による起業者の誘致

空き家見学ツアー

○都市地域と農村地域の交流の必要性

○ 基本計画に定められた国民の農業・農村に対する
理解醸成等は進展（Ｈ26世論調査） 。

○ 農村地域の高齢化、人口減少が大きな課題となって
いる中、交流による農山漁村の活性化に向けた目的
の明確化と目的に即した戦略的な施策の展開が必要。

○ 交流人口を増加させることにより、農山漁村における
雇用・所得を増加させるとともに、交流から移住・定住
への発展を図る必要。
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○ 都市と農村の交流は、農業や農村に対する都市住民の理解を深めるとともに、農村で暮らす人々にとっても、地元の魅力の
再発見を促す機会となる取組。

○ 農山漁村への関心は首都圏に居住する人々を中心として高く、交流人口、都市農村交流に取り組む事業体は増加傾向。
○ 都市と農村の交流に対する国民の関心は高まっており、農村における観光や､教育､福祉等への活用に対するニーズが増大。
こうしたニーズの高まりを踏まえ、農山漁村の所得・雇用の確保につなげていくことが重要。

施策の検討方向課題

① 訪日外国人を農村に戦略的に呼び込むための、広域観光周遊ルートへの
グリーン・ツーリズム実施地域の組込み、農家民宿等に係る統一マークの活用等

○ 観光、教育、福祉等との一層の連携による新たな需要の開拓

③ 障がい者や生活困窮者等の就労・雇用を目的とする福祉農園の拡大・定着

② 「子ども農山漁村交流プロジェクト」における、自治体間による関係構築の強化

○ 都市部の人材や若者・女性、高齢者の視点を活かし、地域資源を活用した魅力
ある地域づくり

① ６次産業化と観光との連携（観光客のニーズに対応した商品開発、
体験プログラムの提供等）

② 農家民宿、農家レストラン等の事業に取り組む農業経営体の拡大等

○観光に関連した施設の売上額の推移（全事業体）

資料：農林水産省農村振興局調べ
注：平成22年度の実績は被災３県を除いた数値

② 観光・教育・福祉・まちづくりと連携した都市農村交流の促進

○ 都市農村交流を一過性の取組に終わらせるのではなく、
どのように農村地域の所得・雇用の確保に結び付けていく
かが重要。
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資料：農山漁村における滞在・体験型旅行の消費者の実態とニーズ調査 （財）日本交通公社 平成21(2009年)3月
注：消費者を対象として実施したインターネット調査（回答総数 2,000人）

○交流人口（グリーン・ツーリズム施設年間延べ宿泊者数）○農山漁村への関心と来訪経験（居住地と年代別）

○ 地域資源を活用した魅力ある地域づくりを進めるととも
に、観光、教育、福祉等の分野との連携の一層の充実・
強化を図る必要。
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第１章 日本の発展を支えてきた中部 第３章 新たな発展段階を迎える中部

４－２．2050年を見据えた中部の将来像

２－１．時代の潮流
▼急激な人口減少・少子化、高齢化
▼グローバリゼーションの進展／国際観光交流
の拡大

▼巨大災害の切迫／自然災害の頻発・激甚化
／インフラの老朽化

▼食料・水・エネルギーの制約／地球環境・
自然環境問題

中部の特徴と課題
【安全・安心】
・南海トラフ巨大地震や風水害など自然災害に直面
・大規模災害による社会経済活動の停滞への懸念
・インフラの高齢化割合が加速度的に増加
【産業競争力】
・ものづくりに特化、技術革新、高付加価値化への挑戦
・ゼロ水（危機的な渇水）への備え
・働き手・担い手の確保、人材育成
【交流連携・観光】
・自然環境や産業遺産、世界遺産、街道文化、伝統文
化･技術など広域に分布する多種多様な資源
・国際性は発展途上、動き始めた昇龍道
【環境・景観】
・活発な社会経済活動にともなう様々な環境問題
・良好な自然と調和、街道、まちなみなど多様な歴史文
化を醸し出す景観

【暮らし】
・強い地域コミュニティ力、子供を産み育て、働きやすく、
暮らしやすい地域環境

・地域間格差、地方の衰退との対峙

●第１ステージ（2005年～）
・中部の魅力を世界に発信（愛知万博・COP10・昇龍道）
・陸海空ネットワーク拡充

●第２ステージ（2020年～）
－東京オリンピック・パラリンピック－

・新たな大交流時代の本格化
・つながる中部の東西軸・南北軸・環状軸

●第３ステージ（2027年～）－リニア名古屋開業－
・リニア新時代の到来
・首都圏・名古屋圏が一体化

●第４ステージ（2045年～）－リニア全線開通－
・世界最大の先進的なスーパーメガリージョン誕生
・中部・北陸連携、環太平洋・環日本海に拓かれた
国際競争に立ち向かう舞台／要をなす中部

第３次まんなかビジョン 基本理念 （概 要）

１－２．時代の変遷を経た現在の中部の地域力
・日本経済を牽引するものづくり地域・農業先進圏
・多様な都市や地域のつながり、物流・人流の中心

➣スーパーメガリージョンの要、我が国の国際交流の拠点
➣ものづくりの伝統・技術集積を活かした中枢圏域の形成
➣リニアと陸海空の充実した高速交通ネットワークの活用
➣中部の人や地域のつながり、絆を活かした地域づくり
➣先進気鋭、ものづくり、歴史・文化・産業、誇りと愛着を次代に
➣多種多様で豊かな自然環境・景観の再生と保全・活用
➣大規模自然災害と対峙してきた知恵と経験を未来に継承

４－１．中部の責務と役割

中部・北陸の連結強化、２面活用したスーパーメガリージョンの

要として、環太平洋、環日本海に拓かれた国内外との連携交流、
国際戦略の拠点を形成。ものづくりを基軸に「人・モノ・情報」が
対流する魅力あふれる中部を創生。
東京一極集中からの脱却や地方への人口環流を先導していく

■目指すべき地域づくりの方向

➣世界から信頼を得る安全安心な中部
➣中部の歴史・文化・産業を活かしたものづくりを基軸に

国際競争を先導する中部
➣中部・北陸の２面活用、首都圏から逆流を促し、賑わい

と活力ある中部
➣環境負荷の軽減と回復、豊かな自然環境、美しい風土

風景を守り育む中部
➣東京一極集中から地方への人口還流を促し、地域や人
のつながり、絆を活かした地域づくり

Ⅰ．南海トラフ巨大地震など大規模災害への備え、安全安心な地域づくり
・南海トラフ地震対策中部圏戦略会議の取組の加速・進化
・インフラ老朽化対策／インフラを賢く使う

Ⅱ．ものづくりを基軸とした「人」「価値」を育む地域づくり
・ものづくり産業で世界最先端地域を目指す
・人材の育成・確保、女性・高齢者の社会参画、ICT･ロボット技術

Ⅲ．スーパーメガリージョンの要となる地域づくり
・中部から国土の新たな価値を創造（国土の脆弱性是正）
・太平洋側と日本海側の連結強化、２面活用、昇龍道プロジェクト

Ⅳ．産業と共存し特色ある環境・景観を備えた地域づくり
・ものづくり技術を応用した環境形成、循環型社会の構築
・ものづくり精神と協働による、美しい風土風景と景観の創造

Ⅴ．濃密かつ重層的な対流で人が心豊かに生きる地域づくり
・中部の重層的な地域構造が対流を呼び起こす「ｺﾝﾊﾟｸﾄ ＋ﾈｯﾄﾜｰｸ 」

４－３．将来像を実現するための基本戦略

１－１．中部の地域づくりの歩み
～ものづくり中部の成り立ちと変遷～
▼近世（幕藩体制～太平の世）
・清洲越･防災から生まれた名古屋城下町／街道・宿
場町など中部のルーツ／御囲堤･輪中､洪水との闘い

▼近代（明治維新～戦前）
・鉄道･海運、交通革命／ものづくり中部の礎
・明治大改修･木曽三川分流工事

▼現代（戦後～高度成長期）
・新幹線･高速道路･港湾、第２の交通革命／水の恩恵
・ものづくりで日本経済を牽引
・伊勢湾台風･七夕豪雨･東海豪雨等繰り返される水害

▼新たな中部（2005年～）
・国際化への展開／愛知万博／中部国際空港開港

第２章 我が国や中部を取り巻く時代の潮流と課題

第４章 中部の将来像



第３次まんなかビジョン 基本理念

まんなかで日本をリードまんなかで日本をリ ド
－ 国際戦略の拠点となる中部 －

「 第3次まんなかビジョン 基本理念 」は、2045年リニア全線開通など、

我が国や中部を取り巻く時代の潮流と課題

国内外の社会変化に的確に対応しつつ、2050年を見据えた中部の
地域づくりのあり方や将来像などについてとりまとめたものです

▼ 急激な人口減少・少子化、高齢化
▼ グローバリゼーションの進展、国際観光交流の拡大
▼ 巨大災害の切迫、自然災害の頻発・激甚化、インフラの老朽化
▼ 食料・水・エネルギーの制約、地球環境問題、自然環境問題

《今後30年間に震度6弱以上の地震が
発生する確率（2013年基準）》

《2050年の総人口の増減状況（中部）》

南海トラフ巨大地震
・30年以内の発生確率70％
・被害想定死者数は最大32万人
・被害想定額は最大220兆円

2050年人口推計9,700万人
・高齢化率は異次元の４割
・生産労働人口は４割減少
・中部の５割の地域で人口が半数以下に減少

発生する確率（2013年基準）》
１００％減少（非居住地化）
５０％以上減少
０％以上５０％未満減少
増加

発生確率

出典：国土交通省「国土数値情報
将来推計人口メッシュ（国政局推計）」より作成 出典：独立行政法人防災科学技術研究所

「確率論的地震動予測地図データ（2013年）」

※2013年モデル１（従来モデル）、全ての地震、平均ケース



中部の将来像 高速交通ネットワークが切り拓くこれからの中部

➣世界から信頼を得る安全安心
➣歴史・文化・産業を活かしたものづくりを基軸に

■目指すべき地域づくりの方向 日本のまんなかで、中部・北陸の連結強化、２面活用した
スーパーメガリージョンの要として、環太平洋、環日本海に
拓かれた国内外との連携交流 国際戦略の拠点を形成

環日本海連携

国際競争を先導
➣中部・北陸の２面活用、首都圏から逆流、
賑わいと活力

➣環境負荷の軽減と回復、豊かな自然環境、

拓かれた国内外との連携交流、国際戦略の拠点を形成
リニアと鉄道、空港、港湾、道路が連携した、先進的で世界最大の6,000万人を
擁する広域経済圏「スーパーメガリージョン」により、中部圏の優位性が高まる
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美しい風土風景を守り育む中部
➣東京一極集中から脱却、地方への人口還流、
地域や人のつながり、絆を活かす地域づくり ●リニア中央新幹線
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（安全安心な国土に支えられた地域）

）台
）

昇龍道

能越自動車道

環太平洋連携
五箇山

白川郷

長野駅
金沢駅

●新東名高速道路 ●中部国際空港
至東京

中部横断自動車道

濃飛横断自動車道 長野県駅
（飯田市）

岐阜県駅
（中津川市）

山梨県駅
（甲府市）

高山

舞鶴若狭自動車道●名古屋港

三遠南信自動車道

名古屋市ターミナル駅
（名古屋市） 富士山

（中津川市）

名古屋城

至大阪

リニア中央新幹線

空港の24時間化

伊豆縦貫自動車道

伊勢神宮

至大阪

名阪国道

中部国際空港株式会社提供

熊野古道

紀勢自動車道

港湾の国際競争力の強化
伊勢神宮

●中部・北陸の将来ネットワーク名古屋港管理組合提供



■防災は中部の原点、災害には上限がないという東日本大震災の教訓

Ⅰ．南海トラフ巨大地震など大規模災害への備え、安全安心な地域づくり

中部の将来像を実現するための基本戦略

◇南海トラフ地震対策中部圏戦略会議における取組の加速・進化
◇社会経済活動を寸断させないダブルネットワーク化など代替補完機能の確保

●広域交通網のダブルネットワーク化
日本の大動脈が集中（静岡県由比地区）

東西国土軸の代替補完機能を確保し、社会経済活動を
寸断させることなく、早期の復旧・復興を図る環境を構築

東海北陸道・国道41号
ダブルネットワーク

中央道・国道19号
ダブルネットワーク

東名高速道

国道１号

ＪＲ東海道本線

北陸道・名神・国道8号
ダブルネットワーク

リニア・東海道新幹線
ダブルネットワーク

新東名・東名・国道１号 半島ル ト

新名神・名神・東名阪
ダブルネットワーク

名阪・伊勢道・紀勢道
・国道23号・42号
ダブルネットワ ク

出典：中部地方整備局「中部地方幹線道路協議会 道路管理防災・震災対策検討分科会資料」をもとに作成

新東名・東名・国道１号
ダブルネットワーク

半島ルート
ルート未整備

半島ルート
ルート未整備

ダブルネットワーク

大規模な広域防災拠点（司令塔機能）

大規模な広域防災拠点（高次支援機能）

広域防災拠点範囲（半径概ね5km）

■老朽化するインフラの長寿命化への取組を促進、インフラを賢く使う
◇利用者ニーズに合わせ、インフラを最大限活用しつつ賢く使っていく

●インフラの高齢化割合が今後加速度的に増加

50年以上経過道路橋
（2 以上）

現在（2013） 10年後（2023） 20年後（2033）

67%

50年未満
33%

50年以上経過

出典：国土交通省「社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会社会資本メンテナンス戦略小委員会資料」をもとに作成

18%

50年未満
82%

43%50年未満
57%

50年以上経過

（2m以上）

※建設不明年度
を除く約40万
橋を対象



■ものづくり産業で世界最先端地域を目指す

Ⅱ．ものづくりを基軸とした「人」「価値」を育む地域づくり

◇産業の高度化、厚みの拡充
◇ものづくり産業の国際競争力の強化
◇ものづくりを基軸とした人材の確保・育成、女性や高齢者の社会参画促進

■ICT・ロボット技術を積極的に活用した社会システムの構築

●中部におけるものづくり技術の変遷・発展

多様な技術を組み合わせて技術発展を遂げ付加価値を高めてきた中部。

楽器 航空産業 自動車・輸送機械 ロボット産業 工作機械 セラミック

バイオリン 木製飛行機 合板（ベニア板） 木製バス 特殊鋼・歯車 タイル

宇宙産業

提供：三菱重工業㈱ 提供：中部国際空港㈱ 提供：トヨタ自動車㈱ 提供：産業技術記念館 提供：日本ガイシ㈱

発展

今後も多様な分野への展開による産業構造の重層化を推進

瀬戸焼・常滑焼製鉄自動織機からくり人形木製時計

提供：鈴木バイオリン製造㈱ かがみはら航空宇宙科学博物館で撮影 提供：日本車輌製造㈱ 提供：㈱ナゴヤギア

木曽の木材 一大綿作地 水資源・ﾀﾞﾑ発電 鋳造・加工 豊富な陶土

提供：尾張精機㈱ 提供：産業技術記念館 提供：新日本製鐵㈱名古屋製鐵所

木木 糸糸 水水 鉄鉄 土土
出典：国土交通広域連携中部会議 フォローアップ会議「新まんなかビジョン（平成21年7月）」

芽生え

その他地域

●中部は我が国を牽引する産業が集積、重層化を推進

○自動車関連の製造品出荷額等シェア ○航空機部品の製造品出荷額等シェア

その他地域

次世代自動車や国産旅客機（MRJ）、ロボット産業など多様な分野への展開、産業構造の
重層化を進め、世界最先端地域としての発展を目指す

中部圏

28.5 兆円
57%

その他地域

21.7 兆円
43%

全国計 50.3 兆円

中部圏

5,423 億円
65%

その他地域

2,857 億円
35%

全国計 0.8 兆円

（自動車製造業（二輪自動車を含む）、自動車車体・附随車
製造業、自動車部分品・附属品製造業の合計のシェア）

（その他の航空機部分品・補助
装置製造業のシェア）

※岐阜県の自動車車体・附随車製造業は秘匿値のため中部圏に含めていない
※静岡県のその他の航空機部分品・補助装置製造業は秘匿値のため中部圏に含めていない
出典：経済産業省「平成24年工業統計」



中部の将来像を実現するための基本戦略

■中部から国土の新たな価値の創出

Ⅲ．スーパーメガリージョンの要となる地域づくり

◇東京一極集中からの脱却や地方への人口環流、首都圏の機能再配置の受け皿となり、日本の中枢機
能やバックアップ機能を担う地域づくり（国土の脆弱性の是正）

◇リニア・鉄道・空港・港湾・道路が連携する多モード型複合高速交通ネットワークの構築
◇中部のものづくり技術の中枢圏化、産学官連携による知の創発拠点をつなぐナレッジリンクの拠点形成

●リニア中央新幹線開業によるスーパーメガリージョンの形成

近畿圏
中部圏

首都圏

（環日本海）

（環太平洋）

■大交流時代における国内外の広域交流を深める観光交流圏の形成
■多様な面で発展ポテンシャルを世界に発信
■日本海との緊密な連携による 太平洋側と日本海側の 体性を実現する2面活用型の地域づくり

出典：国土交通省「国土のグランドデザイン2050」をもとに作成

■日本海との緊密な連携による、太平洋側と日本海側の一体性を実現する2面活用型の地域づくり
◇ゴールデンルートから昇龍道へ誘う、観光資源・拠点のネットワーク化、地域の魅力の磨き上げ

●昇龍道プロジェクト

アジアを中心とした大交流時代において、中部・北陸圏９県の
産学官民が連携し、国際的な観光拠点として内外の観光客を
積極的に呼び込み、交流人口の拡大を図る広域観光周遊の
プ ジ クトを 層推進プロジェクトを一層推進

中部運輸局提供

海外でのプロモーション



■ものづくり技術を応用した良質な環境・景観の形成 ■国土の健康を回復する循環型の社会の構築
快適 人 境に 社会 成 美 土 良好 創造

Ⅳ．産業と共存し特色ある自然環境・景観を備えた地域づくり

■快適で人と環境にやさしい社会の形成 ■美しい風土・風景と良好な景観の創造

自然と調和した歴史文化を醸し出すダイナミックな風土・景観を再生、保全・活用し、市民との協働に
より、未来へ継承するための取組を進め、地域の魅力を高めていく

●良好な自然と街道、まちなみ、港など多様な歴史文化を醸し出す景観

●中部が有する豊富な自然景観

（公社）三重県観光連盟提供 美濃市提供 （公社）三重県観光連盟提供
丸山千枚田（熊野市） うだつの上がる町並み（美濃市） おはらい町（伊勢市） 富士山と調和した清水港

●中部が有する豊富な自然景観

国営アルプスあづみの公園
三河湾国定公園 八ヶ岳中信高原国定公園 富士箱根伊豆国立公園

Ⅴ．濃密かつ重層的な対流で人が心豊かに生きる地域づくり

出典：国土交通広域連携中部会議 フォローアップ会議「新まんなかビジョン（平成21年7月）」をもとに作成

国営木曽三川公園 愛知高原国定公園 南アルプス国立公園 天竜奥三河国定公園

■中部の重層的な地域構造が対流を呼び起こす地域整備
◇中部の地域特性を最大限に活かした「コンパクト＋ネットワーク」の地域づくり

●コンパクト＋ネットワーク（イメージ）

圏域内都市間ネットワークの充実

中部の多極分散型地域構造を効果的に活用し、質の高いサービスの提供や人・モノ・情報の
交流・出会いを活発化させ、新たな価値を創造

圏域内都市間ネットワークの充実

広域連携ネットワーク

◇小さな拠点の形成

出典：国土交通省「国土のグランドデザイン2050」、「重点政策2014」をもとに作成

コンパクトシティの推進

◇小さな拠点の形成
小学校や旧役場庁舎の周
辺に日常生活を支える買い
物、医療等の「機能」をコン
パクトに集積
交通と情報通信によるネット
ワークで周辺を支える

地域の公共交通ネットワークの
再構築



ものづくりを基軸に「人・モノ・情報」が
重層的に対流する魅力あふれる中部を創生
東京一極集中からの脱却や地方への人口環流を先導

➣多様な技術を組み合わせて発展を遂げてきた中部のものづくり

➣次世代自動車や航空機産業など先進技術の集積を図り、新たな付加価値を
高め、多様な分野への展開による産業構造の重層化を推進

▼中部の先進気鋭、ものづくりにいきづく歴史・文化･産業を活かす

➣生活や産業、観光面など多彩なつながりを有する中部の地域や「まち」、
そこに住む人のつながりを活かした「コンパクト＋ネットワーク」整備
賑わいと活気を創出し、重層的な対流を促し地域の新たな価値を創造

国産旅客機（ＭＲＪ）
三菱航空機株式会社提供▼中部の地域や人のつながり、絆の強さなどを活かす

高山の古いまちなみ、賑わい
高山市提供

都市･地域のつながり：小都市群型

生活圏群型

生活圏群型

小都市群型

セラミックス産業

航空宇宙産業

中部の地域構造とネットワークイメージ

製造業などに特化し自立した母都市

中心都市を核に周辺市町村がつながる生活圏群型

複数の小都市が都市機能を補完し合う小都市群型

各圏域のさらなる広域連携により形成される圏域

産業のつながり

都市 地域のつながり：

自動車産業

生活圏群型

小都市群型

名古屋

セラミックス産業

広域連携圏域

人々の暮らしを下支え、世界から信頼を得る安全安心な国土づくり

➣南海トラフ地震対策中部圏戦略会議における
取組の加速 進化取組の加速・進化

➣東西国土軸のダブルネットワーク化など代替
補完機能を確保し、社会経済活動を寸断させ
ない環境を構築

➣老朽化するインフラの長寿命化への取組、
インフラを賢く使っていく

日本の大動脈が集中
（静岡県由比地区）

東海豪雨水害（H12.9）

本紙は、まんなか懇談会提言の「第３次まんなかビジョン 基本理念」をもとに作成（要約）したものです
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